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1. はじめに 
 

CALS/ECは、受発注者間の情報交換につい

て標準化を進めることにより、情報技術を活

用した電子情報の交換、共有、連携による品

質向上、コスト縮減など業務効率を向上させ

ることができると考えている。これにより、

CAD データ標準化や電子納品要領基準の作

成が実施され、国民サービスの向上に向けた

業務改善を目指している。一方、これが単な

る報告書や図面等のペーパーレス化、省スペ

ース化に留まっており、業務での利活用が必

ずしも十分ではなく、本来の目的を果たして

いない。 

本研究は、電子納品情報を十分利活用する

ことで効率的な行政業務を行うため、業務改

善における問題意識（着眼点）の共有と解決

策（知恵）に関する各地整等の取り組み事例

をまとめたものである。 

 

2. 電子納品情報を利活用する時の

問題点と解決事例 
2.1 電子納品に対応した測量成果管

理・提供システムの開発（国土地理院企画

部測量指導課） 
2.1.1 公共測量成果管理・提供の取り組み 
国や地方公共団体等が行う公共測量の成果

は、測量作業終了後にその写しが国土地理院

に提出され、成果の審査後に一般の閲覧に供

することができる（測量法第40条、42条）。
平成15年３月、測量成果電子納品要領（案）

が策定されたことから、国土交通省の直轄事

業で作成されるすべての成果の電子納品が開

始され、今後は地方公共団体等からも電子納

品が増加するものと見込まれる。この動きを

踏まえ、平成 14 年度に開発した公共測量成
果の管理・提供プロトタイプシステムの検証

を行った。 
2.1.2 検証結果 
平成 15 年度を通じて関東地方測量部にて
プロトタイプシステムの検証を行った結果、

以下の機能の改良・拡充が必要であることが

判明した。 
(1)成果登録時の入力支援機能の改良 
(2)成果中のテキストデータの自動取り込み
機能の追加 

2.1.3 システムの改良 
2.1.2で示した２点に加え、次の２点を拡充
することとして、平成 16 年度のシステム改
良を進めている。 
(1)測量成果電子納品要領（案）の改訂に伴
う仕様の追加 
(2)測量成果を国土地理院の電子国土ウェブ
システム（「電子国土」）へ展開させる機能の

追加 
本システムの全体構成と平成 16 年度の機
能改良等部分（太枠内）を図－2.1-1に示す。
本システムは、登録機能（電子媒体のデータ

をデータベースに自動登録）と検索・表示機

能（データベースに登録されている公共測量

成果の検索、リスト表示、成果等の画面表示）



 

 

に大別されるほか、各々の機能は、公共測量

クリアリングハウス、国土交通省で進める電

子納品保管・管理システム等の関連システム

との連携に留意している。 
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図 2.1-1 測量成果管理・提供システムの全体運用イメージ 

2.2 「工事施工中の情報共有による

業務改善」（北海道開発局札幌開発建設部） 
2.2.1 概要 
札幌開発建設部では、平成 14 年度から 2
ヶ年、自前のサーバ・情報共有システムを用

いて、工事施工中の情報共有に関する実証実

験を実施した。本稿では、実験中に得られた、

情報共有による業務プロセスの変化、共有デ

ータの電子成果品への反映に関する検討の結

果、今後の課題・問題について報告する。 

2.2.2 情報共有システムの有効利用 
情報共有による業務プロセスの変化に関し

ては、平成14年度から平成15年度にかけ、

情報共有システムの日常的利用が、発注者で

11％から 43%に、受注者で 9％から 26％に、

それぞれ増加した。一方、電話による打合せ・

確認、長時間の打合せ準備等が減少し、情報

交換・共有における電子化が普及することに

よる業務形態の変化が伺える。 

情報共有されたデータの電子成果品への反



 

 

映に関しては、アンケート調査から、電子成

果品を作成する際のオリジナルファイルの抽

出・利用において、特に原本性の面から、自

分のパソコンの保管書類を用いる従来の方式

に比べ、情報共有サーバに登録済み書類をダ

ウンロードして利用する方法の有効性が認め

られた。さらに、情報共有システムの有効的

な利用を図るためには、情報共有システムに

電子成果品作成支援機能が必要と考えられる。 

2.2.3 今後の課題 
今後の課題・問題としては、インフラであ

る通信回線の遅さが、情報共有対象を少容量

の書類に限定せざるを得ないことの条件とな

っており、本格運用に向けて、重要な問題と

して挙げられた。また、この他、電子認証に

よる原本性の確保、情報共有システムの機能

改良等が挙げられた。 

また次のステップとして、業務各段階間の

情報連携について、対象範囲を、これまでの

調査・設計・施工からライフサイクル全体に

拡大して、連携すべき情報を抽出し、検討す

るとともに、工事発注・変更設計資料の作成、

住民説明資料の作成等において、電子成果品

を活用した、抜本的業務改善（BPR）を図るた

めの検討を行う予定である。 
2.3 「図面情報の有効活用の検討」

（東北地方整備局仙台河川国道事務所） 
2.3.1 目的 
電子納品された設計図を利用して、工事の

発注から完成までの業務に CADを導入する
ことで、現場と事務所で電子化された設計図

等の共有化を図り、維持管理業務の効率化を

行うものである。 
2.3.2 検討のアプローチ 
課題認識のもと、解決・推進のための基本

的方向性を以下に示す。 
①実業務において利用頻度の高い図面に

着目し、CADの利用環境の整備を行う。 

②維持管理業務の効率化のため電子化し

た施設管理台帳を利用した方策を立案す

る。 
2.3.3 効果分析 
道路事業全体のプロセスにおいて、発注者

がCAD図面を取り扱う場面を抽出・整理し、
対象場面について、発注者・受注者の図面の

電子化による業務の効率化について分析した。

また、施設管理台帳の現状を把握し、維持管

理で必要となる情報・システムのあり方など

を検討した。その結果として、電子化のあり

方、システム構成イメージと利用イメージを

とりまとめた。期待効果として以下の項目が

あげられる。 
①職員間での有効利用⇒類似した図面および

書類の再利用による業務の効率化 
②送付等の手間削減および情報取得に関する

時間的自由度の増加 
③CAD 操作技術を修得し、説明性の高い資
料等（住民説明用資料等）の作成、提示 
④資料作成までの作業時間の削減 
これらの項目を、CAD 利用機会の頻度およ
び CAD特性（面積計算などの機能）を勘案
し、対象工種を選定した上で検証を行う。 

2.4 「電子納品の円滑化と利活用の

検討」（北陸地方整備局） 
2.4.1 越後丘陵公園事務所の事例 
本報告は、平成１４年４月に皇太子同妃両

殿下のご臨席のもと、当公園で行われた第１

３回「みどり愛護のつどい」の、式典実施計

画および運営業務について電子納品情報を活

用し業務改善を図ったものである。 
皇族ご臨席の基で開催される式典のため、

宮内庁や警備当局を始めとした関係各機関と

の調整が必要であった。このため、運営委託

業者と職員との情報共有を図り、双方の役割

分担に従って成果の精度を高めることで、式

典計画、運営に関して業務改善が図れたもの



 

 

である（図２.4-1）。 
H14年4月 「第13回 みどり愛護のつどい」

皇太子同妃両殿下 ご臨席

全国の緑化活動に功績のあった団体を表彰する式典
実施計画作成、当日運営業務(参加者 : 約 5,000人)

図 2.4-1 第１３回みどり愛護のつどい 
2.4.2 北陸技術事務所の事例 
平成１６年度より工事完成図書については

全て「電子納品」で提出することになった。 
当地方整備局では、「電子納品(副)」を円滑
に各事務所から当技術事務所に集めるシステ

ム開発と、保管管理システムを運用し、その

保管されたデータの利活用を検討している

（図２.4-2）。 

 
図 2.4-2 電子納品の利活用 

例えば災害時に必要な図面等の資料を迅速

に、全職員がパソコン上で 出力出来るよう

にシステム構築することによって、業務の効

率化を図ることが出来た。 
2.5 「電子納品情報を活用した業務

改善」（関東地方整備局首都国道事務所） 
2.5.1 概要 
 首都国道事務所では、建設ライフサイク

ルでの品質向上・高度化・効率化を目標とし、

ＣＡＬＳ／ＥＣを進めている。標記の電子納

品を活用した業務改善では以下の３課題を進

めている（表2.5-1）。 
表 2.5-1 業務改善の３課題 

業務改善項

目 

概要 システムイメージ 

施工段階で

の情報共有 

・電子納品に対応した情報共有及び電子納品用

ＣＤ作成 

・電子署名機能を活用した押印代替 

・再利用可能な電子納品の推進 

 

図面の数量

データ連係に

よる設計・積

算・施工段階

での業務改善 

・２・３次元ＣＡＤからの数量算出 

・ＣＡＤデータから数量計算システムへの数量

取り込み 

・数量計算システムでの段階施工シミュレーシ

ョン 

・数量計算システムから積算システム用連携デ

ータ算出 

・２・３次元ＣＡＤ及び数量計算システムの維

 

３次元ＣＡＤから数量算

出 



 

 

持管理段階での活用 

・電子仮組、段階施工等、施工段階での３次元

ＣＡＤ活用 

鉄筋重量、ボルト数、塗装

面積、鉄筋数量、コンクリー

ト体積 

設計成果の

ＧＩＳ活用 

・業務毎の設計成果を事業単位にＧＩＳを活用

し一括管理 

・地元説明会資料、事務所作成資料も一括管理 

・調査・設計・施工・維持管理の各段階で活用

出来るよう整備中 

・システムの利活用を推進するためには、図面

等の登録データの更新が最も重要であること

から、更新履歴の管理、電子納品データから

の自動更新（開発時点では電子納品は首都国

方式で実施）、更新体制の確率を図っている。 

 
ＧＩＳと平面図、ボーリン

グ位置図、縦横断図との連

携、図面と、構造計算書、数

量等との連携 

 
2.6 「工事施工情報共有システム

の試行について」（中部地方整備局） 
2.6.1 工事施工情報共有システムの実
施状況の概要 
中部地方整備局における工事施工情報シ

ステムは、事務所内に設置した情報共有サ

ーバ導入方式とＡＳＰ方式により、実証実

験を実施している。これらの情報共有シス

テムは、（財）日本建設情報総合センターの

「工事施工中における受発注者間の情報共

有システム機能要件（案）」に準拠したもの

である。 
ここでは、「工事施工中の受発注者間情報

共有に関する有効性の確認」、「現場からの

各種データを活用し発注者の現場での作業

効率の向上」について検証するため実証実

験参加者にアンケート調査を実施し、次の

結果を得た。 
「確認や承認などの状況が一望できるよ

うになった」、「書類を日常的に処理するこ

とになり、検査直前の作業がなくなった」

というプラス評価があった反面、マイナス

評価として「従来は一括処理していたもの

が、日常的に実施することで面倒になった」、

「ＰＣや通信回線の状況により画面表示や

処理に時間がかかった」ことのほか、「シス

テム利用により立会回数、打合わせ回数等

が変わらない」とする回答が約７０％と工

事施工段階における「業務の効率化」、「現

場作業の改善」が進んでいないことが明ら

かとなった。 
2.6.2 実証実験から得られた課題 
業務の効率化・作業現場の改善が進まな

いことの具体的な事例は、情報共有システ

ムを使いこなせていない状況や、電子納品

への対応・工事検査の支援・請負者側の社

内利用システムなど他システムとのデータ

連携が進んでいないことなどがある。 
これらの課題は、情報共有システムに習

熟していないことに起因するもの、ＰＣの

性能や通信環境の制約によるもの、従来の

工事監督等のやり方の中で導入したことに

起因すると思われるもの、ユーザーインタ

ーフェースやシステムの作り込みに起因す

るもの等があった。 
2.6.3 今後に向けての提案 
情報共有システム導入による「業務の効

率化」や「現場作業の改善」について、次



 

 

のように提案する。 
プラス評価項目に関しては、利用者の習

熟度を上げることで更に効果が期待できる。 
マイナス評価項目に関しては、システム

の利点を活かした活用により改善が期待で

きるため、従来の監督検査等のやり方、シ

ステムの運用方法、システム自体の見直し

等を図る必要がある。また、情報共有シス

テムの導入に先立ち、利用者が「情報共有

による業務の進め方」を理解することが重

要である。このため、システム利用者に向

けた継続的な啓蒙・普及活動を図っていく

必要がある。 
今後は、CALS/EC の目的であるライフ
サイクルサポートの実現のために調査設計

や維持管理など前後のフェーズとのデータ

連携を進めることで、より高度化・効率化

を図っていくようにする必要があると考え

る。 
2.7 「工事施工中の情報共有シス

テム及び電子竣工検査の実施について」（近

畿地方整備局企画部技術管理課） 
2.7.1 概要 
工事施工中の情報共有システムは、受発

注者間でのやりとりする書類等を電子化し、

情報を効率良く使用することを支援するシ

ステムである。これにより、工事施工中か

ら電子化された書類等を電子納品成果物作

成作業にそのまま利用でき、電子納品成果

物作成のためだけに書類（紙）をスキャナ

ーで電子化するなどの新たな作業負担も軽

減し、スムーズな電子納品が実現できると

考えられる。 
近畿地方整備局では、平成１５年１０月

より工事施工中の情報共有システム利用し

た実証実験を実施し、情報の共有化による

作業時間の短縮化、文書管理の効率化、電

子納品成果物作成作業の効率化等について

検証を行っている。 
又、情報共有システムで登録された電子

データについては、効率的な利用という観

点から見た場合、電子データを利用した竣

工検査を行う必要がある。しかし、現状で

は検査に関しては紙媒体による検査が実施

されており、紙と電子データとの成果部の

二重提出が問題となっている。このため、

電子データを利用した竣工検査支援システ

ムによる電子竣工検査を行った場合の、竣

工検査の効率化についても併せて検証を行

っている。 
2.7.2 これまでの取り組み 

① CALS/EC の実現に向け、職員の

CALS/EC に対するリテラシー向上に努め
次の内容を実施した。 
・平成 15年度、平成 16年度に CALS担
当者会議を開催し、情報共有システム及び

電子竣工検査等について説明 
・情報共有システムの普及拡大のため、各

事務所に情報共有システム操作説明会を開

催。 
②電子納品の手引き（近畿地整版）を作成 
③情報共有システムに対する課題・要望を

抽出し、問題点の整理・機能改善を実施 
④電子竣工検査を実現するため、求められ

る要件について整理・抽出するため模擬検

査を実施。 
今後、工事施工中の情報共有システム及

び電子竣工検査についてさらに試行拡大を

図り、本格運用にむけて取り組んでいくも

のである。 
2.8 「図面情報等の共有化と工事

における電子納品の業務改善」（近畿地

方整備局姫路河川国道事務所） 
2.8.1 図面データ等の内容、利活用の体
系 
電子化された図面データ等、利活用の体

系は下記のとおりである（図 2.8-1）。デー
タは、事務所共有ファイルに保存し、活用

を図っている。 



 

 

1/1000,1/500
地形図、断面図等

1/1000,1/500
３Ｄ地形図

予備設計
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説明資料等工事資料の電子納品

工務第二課 設計係
調査課　計画係
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の資料

電子化された図面等
(電子納品資料)

 
図 2.8-1  図面データ等の内容、利活用の体系電子データ利活用の効果と課題 

また、３次元地形図、設計図についての

利活用も検討した。３次元地形図、設計図

は、①任意の地点で断面図を作成すること

が可能、②ＶＲ等への活用が容易、③イン

ター部土工などへの活用が精度も高く有効、

という事が分かった（図 2.8-2）。 
施工前現況データ 設計データ

平面図・縦横断図より三次元化現況地形の三次元化  
図 2.8-2 設計CADの３次元化事例 

主な効果については、①更新が容易、②

PDF等様々に仕様に変換することにより、
利活用の範囲が広がる、③従来は難しかっ

た用地図等の重ね合わせ等ができ精度、品

質向上につながる。 

2.8.2 課題を踏まえた電子納品資料の
提案 
電子納品データについては、その互換性

が図れるようＣＡＤ製図基準等が定められ

ているが、現実的には、様々なソフトで使

用する場合、データが化ける事を前提に電

子納品成果を考える必要がある。 



 

 

データが化ける事を前提に、オリジナル

データとして、①PDFでの納品、②その事
務所で使用しているＣＡＤ仕様での納品、

③地形図等は、ＤＭデータの他、ＣＡＤデ

ータに変換したものを納品してもらう事が

必要である。 
今後の課題としては、①マイラ等紙ベー

スを電子化するには、誤差も多く困難、②

データ変換時に文字化け等が発生、③設計

図について、地元協議等により修正した場

合のレイアは基準がなく複雑になっている

ことである。 
2.9 標準CADデータを活用した工
事情報共有（中国地方整備局福山河川国

道事務所 三原国道出張所） 
2.9.1 概要 
工事成果の電子納品については、受発注

者共ほぼ問題なく対応可能な状況となって

いるが、工事中の書類のやりとりは従来通

り「紙」で行われているのが実態となって

いる。現状では電子納品の目的の一部であ

る「ペーパーレス」「省スペース」などには

ある程度の効果があがっているが、今後は

工事を通じて電子データを活用し、業務プ

ロセスそのものを効率化していかないと、

電子納品の質的改善につながらないと思わ

れる。 
2.9.2 ＣＡＤデータの活用方策 
現場での電子データの活用を阻害してい

る要因の一つに CAD データの「重さ」が
あげられる。CAD データは「軽い」もの
でも数メガバイトに達し、通常のアナログ

回線で交換するには困難を伴う。しかも伝

えたい内容（更新情報）は全データのうち

のごく一部であり、ほとんど同じ内容を毎

回膨大な時間をかけて通信回線を通じてや

りとりするため極めて非効率とならざるを

得ない。 
前記の課題を解決するために、標準CAD
データ交換フォーマット（SXF レベル２ 
STEP/AP202）を活用し、更新レイヤー情
報のみを抽出、送信することで、通信回線

への負担を大幅に軽減することが可能とな

る（図 2.9-1）。 

SXF(P21)

形式ファイル

（レイヤー抽出）

通信回線

（レイヤー結合）

SXF(P21)

形式ファイル

Layer1

Layer2

Layer3

Layer1

Layer2

Layer3

Layer4

※Layer4のみ

Layer1

Layer2

Layer3

抽出 結合

（
受
注
者
）

（
発
注
者
）

変換ツール 変換ツール

 
図 2.9-1 更新レイヤー情報の抽出（応用例その１） 

また、位置情報を示す CAD 図形データ
を数値項目としてDBMS（データベース管
理システム）に登録し、検索結果をその都

度標準 CAD データに変換し、地形データ
と統合して表示することで、GISなどの高
価なシステムを使うことなく、平面図CAD

データを使用して２次元空間への検索結果

の表示が可能となる（図 2.9-2）。 
これらの手法を具体化する例として維持

管理工事における「完了報告書ビューア」

を取り上げる。本システムは標準 CADデ
ータを活用することにより、発注者と受注



 

 

者が平面図位置情報を含めて情報を通常の

アナログ回線でも共有できるため、原則と

して紙による出力が必要なくなり、蓄積さ

れた情報がそのまま電子納品成果として使

用できるなど、受注者にとってのメリット

も大きい（図 2.9-3）。 

NO.123
NO.124 NO.125

NO.123
NO.124 NO.125

ＤＢＭＳ

（データベース

管理システム）

NO.123 x=364782.7857 y=782345.5673 CIRCLE(...)

NO.124 x=467453.4675 y=784543.3435 POLYLINE(...)

NO.125 x=584234.5578 y=885632.3968 CIRCLE(...)

・
・
・
・

（数値データに変換）

（図形データに変換）

（検索結果）

※DBMS内部での表現形式

（背景レイヤーと結合）

（管理情報）

特定のレイヤーを「管理情報レイヤー」とし、一定の規則

に基づいて管理項目に対応する図形データを作成する。

（規則例）

パターン１ パターン２

NO.

(x,y)

円（CIRCLE）と円の内部

を起点とする引き出し線

NO.

(x,y)

任意の多角形（POLYLINE）と

多角形の内部を起点とする引

き出し線

検

索

変換ツール

変換ツール

応用例その２

 
図 2.9-2 位置情報とＣＡＤ図形データの統合 

 
図 2.9-3 「完了報告書ビューア」の事例 
2.10 「施設管理情報の管理・更新手
法の高度化」（四国地方整備局） 

2.10.1 概要 
日々の道路管理業務における道路施設情

報の管理・更新に対する課題を解決すべく、

道路台帳附図の数値情報化を直轄国道全線

（約 260km）にわたり実施した。 
数値情報化に当たっては 10部署、3出張
所に対してヒアリングによる業務分析、課

題・要望の抽出を行い、利用性を考慮した

経済的かつ効果的なデータ仕様となるよう

配慮した。例えば、各部署の業務で利用が

可能なデータとしつつ道路台帳附図の表現

を可能にし、将来的には異なる縮尺でも地

図表現ができるような仕様とした。 
また、数値情報化図面を基盤とする「位



 

 

置」をキーとした道路施設情報の管理・更

新の仕組みをつくり、事務所及び出張所の

職員が Web システムを利用して日常業務
の効率化・高度化を体感できる環境を構築

した。 
2.10.2 現状の課題整理 
徳島河川国道事務所の道路系 10部署、3
出張所を対象として、道路台帳附図の利用

に関する詳細なヒアリングを実施した。そ

の結果、現状の紙ベースによる管理のため

に次に示す問題点が生じている。 
・欲しい図面や資料を探す場合、書庫へ探

しに行って、その中からそれらしき資料を

探し出すのに時間がかかる。 
・資料を作成するときコピー機まで行って

図面をコピーしたり、必要部分を切り貼り

したり、加工に時間・手間がかかる。 
・必要な情報をそれぞれの図面に書き込み

管理しているが、紙図面のために重ね合わ

せて見られない。 
・出張所で図面に書き込み管理している情

報は事務所ではリアルタイムで見られない。 
・図面が更新されていないために、現地で

確認しても合わない。 
・図面に記載されている情報と既存のシス

テムや帳票で管理している情報が個別に管

理されているため、合わない。 
本研究では、上記の問題点や職員の意

見・要望を踏まえた目標を以下の通り決定

し、これらを実現するためのデータ構造、

システム機能の検討を行った。 
1）日常業務を効率化する 
・管理区域内にある施設や見たい場所を素

早く見つける 
・加工、計測、集計などの資料作成効率を

向上する 
2）道路管理を高度化する 
・1 つの図面上に様々な情報を重ねること
で、これまでできなかった原因分析や検討

を行う 

・事務所、出張所で同じ図面を利用し、情

報を共有することでスムーズな道路管理を

行う 
3）情報の正確性を保つ 
・工事更新などの適切なタイミングで更新

を行う仕組みを作る 
・“図面”と“情報”を連携させ、一体的に

管理する 
2.10.3 データ構造及びシステム機能の
検討 
道路台帳附図の利用方法をもとに、それ

ぞれの利用場面で必要なデータ構造、シス

テム機能を検討した。以下にその一例を示

す（図―2.10-1）。 
2.10.4 数値情報化図面データ仕様の作
成 
データ利用者の要件定義を明確にし、利

用性を考慮したデータ構造とするために、

国内標準（地理情報標準）及び国際標準

（ISO/TC211）に準拠した「数値情報化図
面データ製品仕様書」を作成した。ヒアリ

ングで抽出した利用情報項目を右に示すよ

うなカテゴリで分類し、それぞれの地物に

対する定義、データ構造、地物間関連を製

品仕様書としてまとめ、これをもとに実際

に事務所管内の直轄国道全線（約 260km）
にわたりデータを作成した(図 2.10-2)。 

2.10.5 数値情報化図面管理システムの
構築 
効率的な運用管理を目的として、以下の評

価基準に基づきシステム構成を検討し、所

内ネットワーク及び所内 PC を活用する
WebGISを構築した(図 2.10-3)。 
システムの特徴は次の通りである。 
①ネットワーク環境…ネットワーク負荷が

軽いサーバ処理型を採用 
②利用用途…快適な操作性を確保するため

に、クライアントに Java Appletを採用 
③他システムとの連携…システム間連携を

標準装備したフレームワークを採用 



 

 

④ 拡 張 性 … API(Application 
Programming Interface)という形で機能
を公開 
⑤将来性…ﾒｼﾞｬｰな開発ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑである

Javaを開発言語に採用 

⑥コスト…DBにﾌﾘｰｿﾌﾄのPostgreSQL を
元に開発された PowerGresを採用 

 
図 2.10-1 データ構造及びシステム機能検討の一例 
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図 2.10-2 数値情報化図面データ 

 
図 2.10-3 数値情報化図面管理システム 

2.10.6 今後の発展的整理 
今後、数値情報化図面を基盤とした高度

な道路情報管理の実現に向けて必要な検討

を行った。 
① 業務の効率化・高度化 
数値情報化図面管理システムを利用した

業務の効率化、さらには数値情報化図面を

基盤として様々な情報を整備することによ

り実現できる業務の高度化について検討し

た(表 2.10-1)。 
②データ更新方法の検討 
“鮮度”と“品質”を確保するためのデ

ータ更新方法について比較検討した（表

2.10.-2）。 
③システム将来構想の検討 
今後必要となるデータ及びアプリケーシ

ョンを整理し、数値情報化図面管理システ

ムを中心とした管内情報の一元管理を実現

するためのシステム将来構想を検討した。 
④運用するための仕組み 
効率的なシステムの運用を実現するため

にシステム運用ルールの検討を行い、運用

管理の方針として「道路 GIS運用管理規程
（案）」を策定した。 
⑤ロードマップの作成 
数値情報化図面管理システムを中心とし

・場所を探すときは、距離標を頼りにする 
・橋梁やトンネルの名前で場所を特定したい 
・図面の構造物を着色して資料を作る 
・図面を回転させて起点を左側に表示したい 
・図面に施工箇所を旗上げして位置図を作る 
・車道や歩道の面積を概算で図上計測する 
・任意の場所の幅員を自動計測できれば便利 
・調査物で交通安全施設を集計する 
・一太郎やExcelに地図を貼付したい 
・・・・・ 

検索機能 表示機能 印刷機能 

コピー機能 作図機能 

計測機能 ・・・・・・ 集計機能 

必要な情報項目の整理 

利用性を考慮したデータ構造 

利用方法から・・・ システムに必要な機能の検討 

データ構造の検討 例えば、 

・歩道の面積を測る 

⇒面でデータ作成 

・ 上り線側の照明を集計 

⇒上下区分が必要 など 



 

 

た情報管理を行うために必要な検討及び整

備項目について、次年度以降の整備計画

（案）を策定した。 

表 2.10-1   業務の効率化・高度化 

業務の効率化 業務の高度化 

各職員のPCで閲覧が可能 
埋設物位置の正確な情報把握によるトラブルの
防止 

距離標、住所、施設名称から迅速な場所の特定
が可能 

防災点検の危険箇所の状況把握による二次災害
の防止 

自由な地図の拡大，縮小，移動 舗装履歴等の蓄積による維持管理計画の実現 

表示画面のPDF出力が可能 情報の蓄積による問い合わせ対応の迅速化 

クリップボードにコピーして、一太郎、エクセ
ル等に貼り付け 

事故多発地点の把握による原因分析 

解析機能による、延長、面積の自動算出 
情報の一元管理による無駄を省いた調査、事業計
画の実現 

出張所と事務所で同じ地理情報を共有 
パトロール結果のリアルタイムな情報共有によ
るサービスの向上 

メモ機能により必要な情報の通知が可能 過去から現在までの情報蓄積による傾向分析 

表 2.10-2 データ更新方法 

更新方法 

リ
アル
タイ
ム性 

品
質 

コ
スト 

早
期実
現性 

工事に伴うデ
ータ更新 

○ △ ○ △ 

数値情報化図
面データ更新業
務として発注 

△ ○ △ ○ 

道路台帳附図
をもとにしたデ
ータ更新 

× × × △ 

2.11 「工事監督・検査の効率化に向
けた改善策の検討」（九州地方整備局企

画部、佐賀河川総合開発工事事務所、佐

賀国道事務所） 
2.11.1 概要 
佐賀河川総合開発工事事務所（以下佐賀

河川という。）では、平成８年度から施工管

理データの電子化に取り組んできた。電子

データを一元管理するソフトを用い、工事

打合せ簿をはじめ施工管理データを電子メ

ールでやり取りし、それらのデータを日々

管理する。 

さらに、平成１３年度から電子データに

よる工事検査を試行し、平成１５年度は金

額の大小に関わらずほぼ全ての工事で電子

データによる工事検査を実施した。検査は

「土木工事施工管理の手引」の施工管理項

目に沿ったフォルダ構成で管理した電子デ

ータで行っている。データが保存されてい

る受注者のＰＣをＬＡＮ接続し、２台のプ

ロジェクターで投影することで、検査官の

質問にもスムーズに対応することができた。 
2.11.2 アンケート調査の実施と改善策
の検討 
電子納品までのデータの流れは、工事打

合せ簿をはじめとした施工管理データを電

子メールでやり取りし日々管理する、日々

管理したデータで工事検査を受ける、検査

で指摘された事項を手直しして、データを

電子納品のオリジナルデータとして格納す

る。一元管理ソフトの便利さもさることな

がら、この一連の作業が１つのシステムと

して機能することで効率化が図られると考

えるが、発注者・受注者それぞれの時間短



 

 

縮や業務の効率化をはじめとしたメリット

や問題点を明確化するため、アンケート調

査を実施し課題の分析とその改善点の抽出

を行った。 
2.11.3 電子納品の利活用に関する検討 
電子納品した工事の成果品を維持管理フ

ェーズに移行した際に再利用性を高めるた

め、受注者に対して維持管理時に必要な施

工管理データのアンケート調査を実施し、

その結果を基に利活用に必要となるデータ

の分類と整理を行った。 
2.11.4 簡易ＧＩＳシステムの構築 
これまで、佐賀河川が進めている佐賀導

水事業では、排水機場や水門あるいは導水

管等の施設が完成する都度に紙ベースの構

造物台帳を整備してきた。地図情報にこれ

らの紙情報をスキャニングし電子データ化

したものと近年の電子納品のデータをリン

クさせ柔軟性のある簡易なＧＩＳシステム

の構築を目指している。 
2.12 「『朱書きソフト』を利用した
地元協議情報の一元的な管理」（内閣府

沖縄総合事務局開発建設部技術管理課） 
2.12.1 目的 
本研究は、現場が抱える課題を解決する

ために、「朱書きソフト」を利用して、地元

協議情報を一元管理するものである。さら

に、電子納品された道路平面図のＣＡＤデ

ータ等を朱書きの基図として利用すること

で、電子納品情報の活用による業務改善の

方法と課題を検討するものである。 
2.12.2 実施手法 
地元協議情報の一元的な管理を実現する

ための検討を行うにあたり、事業プロセス

各段階における地元協議の状況、各課への

引き継ぎに関する情報不足等の課題を認識

した。確認した事項に対して、朱書きソフ

トを用いた業務改善を検討すると伴に、ソ

フトの運用方法の検討を行なった。 

2.12.3 本取り組みによる効果 
効果分析は、実施手法に基づき検討した

項目に対して実証実験を行い、次の 3項目
を主要な観点として調査分析した。なお、

分析にあたっては、アンケート、ヒアリン

グ調査で取得した情報を用いて行った。 
1)設計業務に対する地元協議情報の情報
伝達精度（協議内容の確実な反映） 

2)実施作業の減少量（書類の検索速度や
視覚的認識度が向上することでの検索時間、

書類捜索時間および管理コストの削減） 
3)組織及び業務プロセスを跨いだ新しい
データ活用の実現性（効率化） 

2.13 「利活用可能な電子情報によ
る業務改善」（国土技術政策総合研究所） 

2.13.1 電子データを活用した工事監督
検査方法（工事関連帳票の減量化、資料

作成の労力軽減） 
品質・出来形管理は計測機器からの電子

データの取得が可能となっているが、従来

の紙資料に出力された情報を転記して帳票

を作成し、電子化して納品していることが

多い。このため、工事施工中に取得した電

子データを用いて帳票作成が自動化し、そ

れが工事中の施工管理に活用でき、監督検

査、電子納品につながることが、今後の電

子納品の方向として重要と考えられる。 
そこで、図に示すように盛土の品質管理

で利用されている RI 計器を事例として、
RI 計器のメモリー書き出し機能を用いる
ことで、書き写しという受注者にとって無

駄な労力が削減できることを検証する（図

2.13-1）。 
実験では近畿地方整備局と関東地方整備

局内の 2事務所の協力をいただいて、実際
の工事で実施している。実験方法は、従来

の書き写し作業が軽減を検証するとともに、

電子データは容易に改ざんできることから、

監督検査からの改ざん防止策に対する評価

を得る。改ざん防止策として、①RI計器か



 

 

らプリントアウトされる計測結果も合わせ

て提出、②RI計器から出力される電子デー
タを監督官に即日メールで送付（改ざんの

時間的余裕を与えない）、③RI計器のメモ
リーに蓄えられるバイナリーデータも合わ

せて提出、の3方法で実験を実施している。 

 
図 2.13-1 工事関連帳票の減量化、資料作成の労力軽減 

現在、実験中であり、実験の評価はこれ

からであるが、実験の評価が得られれば、

電子データを用いた施工管理、監督検査方

法を確立し、RI以外の他の品質管理方法へ
の展開を図る予定である。 

2.13.2 電子データを活用した工事監督
検査方法（ITを活用した出来形管理につ
いて） 
本研究は、３次元設計情報を XML形式
で電子化し測量計測機器に転送することで、

出来形計測における業務改善効果及び、現

地適用性を検証したものである（写真

2.13.-1）。 
出来形管理に必要な３次元設計情報は、

現地の位置座標、カーブの半径、縦断勾配、

標準断面の設計幅員、設計横断勾配などを

表した数値データである(図 2.13.2)。実験
ではまだ設計横断勾配を定義していなかっ

たので、幅と高さ情報を用いた。 
３次元設計データを活用することで、従

来の巻き尺による計測が不要となり、短時

間で正確な出来形形状を把握することが可

能となった。今後は、３次元による検査技

術手法についてわかりやすい手引き書を作

成する。 

 
写真 2.13-1 疑似出来形検査 

受注者 発注者

メモリカード 
RI計器 

カードリーダー 

計測データを 
即日送付 

計測データを保管 
必要に応じて閲覧 

帳票作成 

竣工後、帳票を 

一括で提出する 

バイナリ 
データ

CSV 
データ 

工事監督 

様式-3 
（電子納品） 

*：RI計器を用いた盛土の締固め管理要領（案） 平成8年8月 建設省 
（プリンタ出力結果の提出は廃止） 

様式-3*のみ提出



 

 

道路の中心線、縦断、横断面情報を組み合わせること
で、データサイズが小さくなる。また、道路上の任意の
地点における３次元座標の計算が可能となる。

構造物線形

センターライン

道路設計上の定義にあわせて３次元情報
を定義することで、図面を必要とせず、論
理的に正確な施工が可能となる。

標準横断断面を構造物の中心線形に当てはめていくと
構造物の３次元形状が再現される。

交点座標ＩＰ

曲線始点
座標BC

曲線終点
座標EC

直線

緩和曲線
変数Ａ

緩和曲線
変数Ａ

直線

曲線半径Ｒ

縦断線形要素

縦断変化点座標

縦断曲線長Ｌ

横断形状要素

勾配i%
勾配 1:X

幅員W

平面線形要素

任意地点の
座標比較可能

３DCADオリジナルファイル
サイズ１MB

XMLファイル
サイズ97KB

約１０分の１

図 2.13-2 ３次元設計データの定義方法 
3. まとめ 
本論文における様々な取り組みは、次の

５つに分類できる。 
・ 電子納品情報の利活用（人と人、引継） 

・ ライフサイクルサポート（施設マネジメ

ント） 

・ 組織間で情報を利活用（コミュニケーシ

ョン力） 

・ 工事施工情報の利活用（工事中の効率化） 

・ 図面・数量情報の利活用（情報変換、整

合） 

電子納品情報の利活用とは、人から人へ

業務が引継されるように、図面、GIS 等を

用いて情報共有を図ろうとするものである

（2.1、2.3、2.5、2.8、2.9、2.10、2.12章）。 

ライフサイクルサポートとは、調査、設

計、施工、維持管理と時間経過や建設段階

のそれぞれで必要な情報を電子的に保存す

るものである（2.1、2.2、2.4、2.5章）。 

組織間で情報を利活用するとは、用地課、

調査課、工務課、管理課など縦割りになり

がちな組織間で図面などの最新情報を共有

するものである（2.1、2.2、2.5、2.8、2.12

章）。 

工事施工情報の利活用とは、工事中に発

生する決裁文書、図面、計測管理情報を電

子的に共有、伝達するものである（2.2、2.3、

2.6、2.7、2.8、2.9、2.11、2.13章）。 

図面・数量情報の利活用とは、紙図面か

ら、CAD図面へと数値化を進め、さらに数

量計算作業と連携することで、作業を大幅

に効率化するものである（2.3、2.5、2.8、

2.9、2.10、2.13章）。 

総合すると人から人へ、あるいは組織間、

時間（ライフサイクル）を超えて情報を共

有、利活用して業務改善を行うために、情

報技術を活用した測量、工事施工情報や図

面、数量等の電子化に取り組んでいるとい

える。 

これらの取り組み事例は、行政的、技術

的判断を支援するものであり、ITをうまく

活用して業務改善につなげることが出来た

成功事例である。まだ電子化を進めていな

い組織、電子化は進んだが業務改善につな

がっていない組織において大いに参考にな

る。また、CALS の取り組みにより電子納

品が全面実施を迎え、一応の成果が出たと

ころであるが、次の段階ではこれらの利活

用により、価値の高い成果を生み出してい

くことが必要であろう。本論文は、次期

CALS の推進に向けた業務改善のあり方に

ついて大変参考になる。 

本論文の詳細な報告はつぎの URL に掲

載しているので、参考にして頂きたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/cals/index.h

tm 
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